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１　策定体制

資料編
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２　久喜市総合振興計画審議会

回 開　催　日 審　議　内　容

第１回
平成 28（2016）年

10 月 18 日（火）

（１）委嘱書の交付

（２）会長、副会長の選出

（３）諮問

（４）総合振興計画審議会について

（５）総合振興計画について

（６）市民意識調査について

第２回
平成 29（2017）年

１月 23 日（月）

（１）市民意識調査の結果について

（２）前期基本計画に基づく施策の進捗状況等について

第３回
平成 29（2017）年

３月 28 日（火）

（１）総合振興計画（後期基本計画）検討原案について

（２）市民意識調査結果について

第４回
平成 29（2017）年

４月 28 日（金）
（１）総合振興計画（後期基本計画）検討原案について

第５回
平成 29（2017）年

５月 30 日（火）
（１）総合振興計画（後期基本計画）素案について

第６回
平成 29（2017）年

６月 30 日（金）
（１）総合振興計画（後期基本計画）素案について

第７回
平成 29（2017）年

８月 28 日（月）

（１）�総合振興計画（案）への市民意見提出制度に提出された意

見及び意見に対する市の考え方について

（２）�総合振興計画後期基本計画用語解説集（案）について

（３）和暦・西暦の併記について

（４）答申（案）について

第８回
平成 29（2017）年

９月 28 日（木）

（１）総合振興計画後期基本計画（案）について

（２）答申

（１）審議経過　
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（２）審議会条例
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（３）委員名簿

氏　名 選出区分 備　考

１ 　青　木　　浩　美

第１号委員

公募による市民

２ 　枝　　　　重　雄

３ 　折　原　　貞　夫

４ 　進　藤　　律　子

５ 　鈴　木　　美栄子

６ 　和　田　　一　也 平成 29（2017）年８月 26 日まで

７ 　岩　﨑　　長　一 第２号委員

執行機関の委員８ 　坪　井　　喜代子

９ 　内　田　　正　枝

第３号委員

市内の公共的団体の役職員

10 　柏　浦　　茂

11 　後　藤　　悦　子

12 　鈴　木　　正　雄　

13 　平　　　　忠　昭

14 　武　井　　南海子

15 　竹　下　　学

16 　冨　田　　英　則 副会長

17 　中　村　　美恵子

18 　峯　　　　義　夫

19 　渡　邉　　邦　夫

20 　浅　野　　和　生
第４号委員

学識経験を有する者
会長

任期：平成 28（2016）年 10 月 18 日～平成 30（2018）年 10 月 17 日
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（５）答申書
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３　市民参加
（１）市民意識調査　

目 的
総合振興計画（後期基本計画）を策定するにあたり、市民の考えや意見を把握し、計

画に反映させるための基礎資料を得ることを目的として実施した。

調 査 対 象
平成 28（2016）年 10 月１日時点において、久喜市の住民基本台帳に記録された

18 歳以上の人

抽 出 方 法 無作為抽出

対 象 者 数 5,000 人（男女各 2,500 人）

有効回収数 2,545 人

有効回収率 50.9%

実 施 期 間 平成 28（2016）年 11 月 11 日（金）～ 11 月 25 日（金）

（２）市民懇談会　　

目 的
総合振興計画（後期基本計画）を策定するにあたり、市長と市民との懇談を通じて、

意見聴取を行うことを目的として実施した。

実施概要

平成 29（2017）年
７月１日（土）

菖蒲コミュニティセンター　70 人

栗橋文化会館（イリス）　82 人

平成 29（2017）年
７月２日（日）

毎日興業アリーナ久喜メインアリーナ（第１体育館）　85 人

ふれあいセンター久喜　85 人

平成 29（2017）年
７月８日（土）

鷲宮総合支所　72 人

（３）市民意見提出制度（パブリック・コメント）　　

目 的
総合振興計画（後期基本計画）を策定するにあたり、市民から幅広く意見を求めるこ

とを目的として実施した。

意見提出期間 平成 29（2017）年７月８日（土）～８月６日（日）

意 見 件 数 ３人　10 件
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４　庁内策定体制
（１）策定委員会会議経過　

回 開　催　日 審　議　内　容

第１回
平成 29（2017）年

１月 13 日（金）

（１）策定委員会について

（２）策定基本方針について

（３）策定スケジュールについて

（４）市民意識調査の結果について

（５）前期基本計画に基づく施策の進捗状況等について

第２回
平成 29（2017）年

３月 14 日（火）
（１）総合振興計画（後期基本計画）検討原案について

第３回
平成 29（2017）年

３月 21 日（火）

（１）総合振興計画（後期基本計画）検討原案について

（２）市民意識調査結果について

第４回
平成 29（2017）年

４月 20 日（木）
（１）総合振興計画（後期基本計画）検討原案について

第５回
平成 29（2017）年

５月 22 日（月）
（１）総合振興計画（後期基本計画）素案について

第６回
平成 29（2017）年

６月 23 日（金）
（１）総合振興計画（後期基本計画）素案について

第７回
平成 29（2017）年

８月 22 日（火）

（１）�総合振興計画（案）への市民意見提出制度に提出された意

見及び意見に対する市の考え方について

（２）�総合振興計画後期基本計画用語解説集（案）について

（３）和暦・西暦の併記について

第８回
平成 29（2017）年

10 月４日（水）
（１）総合振興計画後期基本計画（案）について
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（２）策定委員会設置規程　
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５　成果指標 （みんなで目指す目標値） 一覧

大
綱

施策 ページ 成果指標の名称 単位
平成 28 年度
（2016 年度）

現状値

平成 34 年度
（2022 年度）

目標値
備考

大
綱
１　

市
民
が
参
加
し
、
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
豊
か
な
ま
ち

1	コミュニティ
活動の推進

51

コミュニティ施設の
利用者数

人 166,070 167,000

地区コミュニティ協
議会の組織数

団体 12 21

2	協働のまちづ
くりの推進

53

附属機関公募委員の
応募率

％ 141.0 150.0

市民参加推進員登録
者数

人 23 55

3	人権の尊重 56
人権に関する相談窓
口の設置数

回 51 51

4	男女共同参画
社会の実現

58

男女共同参画の周知
度

％ 53.1 80.0

市の審議会等におけ
る女性委員の登用率

％ 33.7 40.0

5	交流活動の推
進

60

日本語教室参加者数 人 102 120

外国語（併記）刊行
物の発行種類数

種類 0 1

6	情報公開の推
進

62
歴史公文書の所蔵件
数

件 17,682 24,000

7	戦略的かつ効
果的な広報・
広聴活動の推
進

64

ホームページアクセ
ス件数

件 5,500,768 5,550,000

メール配信による情
報提供数

件 537 550

1	自然環境の保
全・創造

67

環境関係住民団体数 団体 5 8

環境学習会開催数 回 6 8

河川の水質基準達成
率

％ 84.4 78.0

成果指標126 指標
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施策 ページ 成果指標の名称 単位

平成 28 年度
（2016 年度）

現状値

平成 34 年度
（2022 年度）

目標値
備考

大
綱
２　

自
然
と
ふ
れ
あ
え
る
、
環
境
に
優
し
い
ま
ち

2	快適な生活環
境の創造

70

ゴミゼロ・クリーン
久喜市民運動参加人
数

人 24,582 24,000

公害に関する苦情件
数

件 168 140 以下

3	美しい景観の
形成

72
地区計画を定めてい
る地区数

地区 15 15

4	廃棄物処理の
充実

74

市民一人 1 日当たり
ごみ排出量（資源物
を除く）

g 468 415 以下

再生利用率
（リサイクル率）

％ 31.5 34.6

5	地球環境問題
への対応

78

市の事務・事業から
排出される温室効果
ガス総排出量（二酸
化炭素換算）

t 11,012 11,746 以下

平成 34（2022）
年度目標値を平
成 28（2016） 
年度現状値と同
じ係数で換算す
ると 9,466

設置された住宅用太
陽光発電システムの
最大出力

kW 3,799 5,950

大
綱
３　

子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま
で
、
誰
も
が
健
康
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち

1	健康づくり・
食育の推進

82

健康づくりに関する
事業への参加者数

人 78,399 85,000

65 歳健康寿命 年
男性 17.55
女性 20.21

男性 17.50
女性 20.25

平成 28（2016）
年 度 現 状 値 は、
平成 27（2015）
年埼玉県衛生研
究所より算出し
たもの

がん検診受診者数 人 41,981 49,300

がん検診精密検査受
診率

％ 67.2 70.0

乳幼児健康診査の未
受診児に対する状況
把握率

％ 97.2 100

2	地域医療の充
実

86

「とねっと」参加申込
者数

人 4,945 12,000

市内医療機関の「と
ねっと」参加率

％ 28.0 35.0

3	子育て支援の
充実

89

特別保育実施保育所
等数

箇所 26 30

保育所等待機児童数 人 13 0

子育て支援センター
利用者数

人 33,995 40,000
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施策 ページ 成果指標の名称 単位
平成 28 年度
（2016 年度）

現状値

平成 34 年度
（2022 年度）

目標値
備考

大
綱
３　

子
ど
も
か
ら
高
齢
者
ま
で
、
誰
も
が
健
康
で
安
心
し
て
暮
ら
せ
る
ま
ち

4	高齢者福祉の
充実

92

介護予防教室等の参
加者数

人 24,237 33,500

地 域 包 括 支 援 セ ン
ター相談者数

人 23,499 30,000

いきいきデイサービ
スの参加者数

人 347 400

老人クラブ会員数 人 2,945 3,200

認知症サポーター養
成講座新規受講者数

人 1,682 1,650

介護予防ボランティ
ア（ は つ ら つ リ ー
ダー）登録者数

人 91 145

5	障がい者（児）
福祉の充実

96

障がい者就労支援事
業登録者における障
がい者の就労数

人 29 30

福祉タクシー利用助
成や自動車燃料費助
成を受けている障が
い者の割合

％ 78.7 80.0

居宅介護等サービス
を受けている障がい
者の数

人 293 320

日中活動系サービス
を受けている障がい
者の数

人 957 1,120

要援護者見守り支援
事業のうち障がい者
の登録者数

人 610 640

6	地域福祉・地
域ボランティ
アの充実

99

個人ボランティア登
録者数

人 352 380

ボランティア登録団
体数

団体 87 88

要援護者見守り支援
台帳登録者数

人 3,859 5,200

社会福祉協議会会員
数

世帯 31,397 32,000

ふれあい・いきいき
サロン設置数

箇所 53 60

7	社会保障制度
の充実

102

国民健康保険税の滞
納額

億円 11.15 10.41 以下

生活保護から自立し
た世帯数

世帯 40 37
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大
綱

施策 ページ 成果指標の名称 単位
平成 28 年度
（2016 年度）

現状値

平成 34 年度
（2022 年度）

目標値
備考

大
綱
４　

心
豊
か
な
人
材
を
育
み
、
郷
土
の
歴
史
文
化
を
大
切
に
す
る
ま
ち

1	幼児教育の充
実

106
幼稚園と小学校の交
流活動

回 22 28

2	学校教育の充
実

112

校舎及び屋内運動場
等の非構造部材の落
下防止対策をした施
設数

施設 3 37

地元農産物を取り入
れた学校給食食材の
割合

％ 15.2 17.0

1 日 1 回は読書をし
ている児童生徒の割
合

％
小学校 83.1
中学校 71.7

小学校 95.0
中学校 90.0

｢ 学校が好きだ ｣ と考
えている児童生徒の
割合

％
小学校 91.2
中学校 92.0

小学校 92.0
中学校 92.0

新体力テストの 5 段
階絶対評価で上位 3
ランク（ＡＢＣ）の
児童生徒の割合

％
小学校 85.6
中学校 86.2

小学校 90.0
中学校 90.0

毎日朝食を食べてい
る児童生徒の割合

％
小学校 96.5
中学校 95.4

小学校 100
中学校 100

3	高等教育機関
との連携

114

高等教育機関と民間
事業所の連携事業数

事業 0 1

市と高等教育機関の
連携事業数

事業 15 20

4	青少年の健全
育成

116

青少年相談員の人数 人 8 12

青少年健全育成団体
事業に参加する児童・
生徒数

人 774 800

5	人権教育の推
進

118

PTA 人権教育研修会
の開催数

回 4 4

野久喜集会所事業参
加者数

人 1,284 1,580

内下集会所事業参加
者数

人 382 490

社会人権教育指導者
養成講座の参加者数

人 312 325
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大
綱

施策 ページ 成果指標の名称 単位
平成 28 年度
（2016 年度）

現状値

平成 34 年度
（2022 年度）

目標値
備考

大
綱
４　

心
豊
か
な
人
材
を
育
み
、
郷
土
の
歴
史
文
化
を
大
切
に
す
る
ま
ち

6	生涯学習の推
進

122

生涯学習関連の講座・
教室の参加者数

人 14,452 14,600

生涯学習人材バンク
登録者数

人 221 225

家庭教育学級の参加
数（小・中学校 PTA
等）

学級 30 40

生涯学習センター利
用者数

人 - 102,000

公民館利用者数 人 387,090 381,000

人口一人当たりの図
書の貸出冊数

冊 4.94 5.43

7	歴史・文化の
継承と活用

125

久喜市美術展出品者
数

人 379 450

久喜市美術展入場者
数

人 2,135 2,800

市民芸術祭入場者数 人 911 800

吹奏楽フェスティバ
ル入場者数

人 1,968 2,100

街かどコンサートの
実施回数

回 7 8

郷土伝統芸能後継者
育成活動の実施回数

回 377 380

郷土資料館の入館者
数

人 7,766 7,900

8	スポーツ・レ
クリエーショ
ン活動の充実

127

社会体育施設利用者
数

人 277,422 281,000

学校体育施設利用者
数

人 215,514 216,000

スポーツ・レクリエー
ション大会、教室等
参加者数

人 19,712 19,800



195

基
本
構
想

基
本
計
画

資
料
編

大
綱
７

大
綱
６

大
綱
５

大
綱
４

大
綱
３

大
綱
２

大
綱
１

序
論

大
綱

施策 ページ 成果指標の名称 単位
平成 28 年度
（2016 年度）

現状値

平成 34 年度
（2022 年度）

目標値
備考

大
綱
５　

安
全
で
調
和
の
と
れ
た
住
み
よ
い
快
適
な
ま
ち

1	都市機能の整
備

132
市街化区域の面整備
率

％ 61.2 61.5

2	道路・公共交
通の整備・充
実

135

舗装整備率 ％ 72.9 75.0

歩道整備延長 ｍ 155,745 158,000

市内循環バス乗車人
数

人 157,992 169, 000

デマンド交通乗車人
数

人 20,338 21,500

3	公園の緑化と
水辺環境の保
全

139

都市公園の整備（供
用）面積

ｍ
2

637,755 686,000

総合体育館及び有料
公園施設等の利用者
数

人 646,373 647,000

公園維持管理業務等
の委託契約を締結し
た住民団体数

団体 145 145

4	上下水道の整
備

142

有収率 ％ 92.0 93.6

配水管における石綿
管の残存距離

ｋｍ 1.1 0

下水道普及率 ％ 69.0 70.7

水洗化率 ％ 94.5 94.9

浄化槽法定検査の実
施率

％ 9.7 15.6

5	治水対策の充
実

144
浸水による通行止箇
所の減少

箇所 25 24 以下

6	防災・消防体
制の充実

147

自主防災組織の組織
率

％ 73.9 80.0

災害時応援協定締結
数

件 37 50

7	防犯体制の強
化

149

防犯灯の設置基数 基 9,846 10,300

刑法犯認知件数 件 1,486 1,486 以下

こ ど も レ デ ィ ー ス
110 番の家相談員数

（1 戸あたり 1 人）
人 1,035 1,035
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大
綱

施策 ページ 成果指標の名称 単位
平成 28 年度
（2016 年度）

現状値

平成 34 年度
（2022 年度）

目標値
備考

8	交通安全対策
の充実

151

交通事故発生件数 件 676 656 以下

道路照明灯の設置基
数

基 2,539 2,560

道路反射鏡設置基数 基 4,086 4,280

交通災害共済加入件
数

件 15,089 11,090

大
綱
６　

地
域
の
産
業
が
元
気
で
、
多
彩
な
企
業
が
集
積
す
る
豊
か
な
ま
ち

1	農業の振興 156

農業生産法人数 法人 5 9

認定農業者数 人 172 176

2	工業の振興 158

製造品出荷額等 億円 3,991 4,443

平成 28（2016）
年度現状値は、
平成 26（2014）
年工業統計調査

市内事業所の数（製
造業）

社 247 250

平成 28（2016）
年度現状値は、
平成 26（2014）
年工業統計調査

3	商業の振興 160

商工会加盟会員数 数 2,624 2,670

空き店舗を活用した
創業補助件数

件 5 5

小売商業の商品販売
額

億円 1,548 1,572

平成 28（2016）
年度現状値は、
平成 26（2014）
年商業統計調査

4	観光の振興 162

観光イベント来場者
数

人 926,000 1,000,000

観光ホームページア
クセス件数

件 41,025 55,000

5	勤労者福祉と
就業支援の充
実

165

就業者数 人 74,872 71,280

平成 28（2016）
年度現状値は、
平成 27（2015）
年国勢調査

久 喜 市 ふ る さ と ハ
ローワークでの雇用
相談における市内就
職率

％ 70.4 68.0

久 喜 市 ふ る さ と ハ
ローワークの雇用相
談利用者数

人 8,274 9,500

6	消費生活の充
実

167

消費者相談件数 件 428 470 以下

消費生活講座受講者
数

人 59 60
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大
綱

施策 ページ 成果指標の名称 単位
平成 28 年度
（2016 年度）

現状値

平成 34 年度
（2022 年度）

目標値
備考

大
綱
７　

行
財
政
を
見
直
し
、
改
革
を
進
め
る
ま
ち

1	行政改革の推
進

172

市職員数 人 920 908 以下

行政改革実施計画の
達成率

％ 90.5 100

施策評価の成果指標
の達成率

％ 64.5 100

2	健全な財政運
営の確立

174

経常収支比率 ％ 92.6

前年度県内市平
均値と 90.2%
を比較し ､ 低い
方の比率

実質公債費比率 ％ 7.8
前年度数値と
4.7% を比較し
て低い方の比率

市税の滞納額 億円 7.22 6.3 以下

年度末財政調整基金
残高

億円
（％）

58
（19.1）

標準財政規模の
10% 以上

3	地方分権・広
域行政の推進

176
県からの権限移譲事
務数

事務 92 101
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６　市の各種計画一覧

計画の名称 計画の期間 計画の趣旨（概要） 策定の根拠 所管

1

久喜市定員適正化

計画

平成 27（2015）年度～

平成 31（2019）年度

（5 年）

効率的な行政運営を推進するた

め、年度別の目標職員数等を定め、

適正な定員管理を推進するための

計画

久喜市行政改革大綱 人事課

2

新市基本計画 平成 21（2009）年度～

平成 31（2019）年度

（11 年）

1 市 3 町合併後の新市におけるま

ちづくり全般のマスタープランで

あり、本計画の実現を図ることに

より、新市の円滑な運営を確保し、

地域の特性を生かした均衡ある発

展を図るための計画

市町村の合併の特例等に

関する法律第 6 条

企画政策課

3

久喜市総合戦略 平成 27（2015）年度～

平成 31（2019）年度

（5 年）

「人口減少と地域経済縮小の克服」

及び「まち・ひと・しごとの創生

と好循環の確立」を目指すため、

施策の基本的方向等についてまと

めた計画

まち・ひと・しごと創生

法第 10 条

企画政策課

4

久喜市公共施設等

総合管理計画

平成 28（2016）年度～

平成 67（2055）年度

（40 年）

管理する公共建築物やインフラ資

産の更新・統廃合・長寿命化など、

公共施設等の管理に関する基本的

な考え方を掲載した計画

公共施設等の総合的かつ

計画的な管理の推進につ

いて（平成 26（2014）

年 4 月 22 日総財務第

74 号）

企画政策課

5

第 2 次久喜市行政

改革大綱

平成 29（2017）年度～

平成 33（2021）年度

（5 年）

厳しい財政状況の中で、多様化す

る行政課題に的確に対応していく

ための行政改革に積極的に取り組

むための計画

地方行政サービス改革の

推進に関する留意事項に

ついて（平成 27（2015）

年 8 月 28 日総行経第

29 号）

企画政策課

6

第 2 次久喜市男女

共同参画行動計画

平成 30（2018）年度～

平成 34（2022）年度

（5 年）

久喜市男女共同参画を推進する条

例に即した内容で、本市の男女共

同参画を総合的かつ計画的に推進

するための計画

・�男女共同参画社会基本

法第 14 条

・�配偶者からの暴力の防

止及び被害者の保護に

関する法律第 2 条の 3

・�久喜市男女共同参画を

推進する条例第 9 条

人権推進課

7

第 2 次久喜市情報

化推進計画

平成 30（2018）年度～

平成 34（2022）年度

（5 年）

行政サービスの向上と行政運営の

効率化を図るため、市民ニーズの

動向、国・県の動向、社会情勢の

変化、技術革新等を踏まえ、電子

市役所を推進するための計画

・�新電子自治体推進指針

・�電子自治体の取組みを

加速するための 10 の

指針

管財課

8
第 10 次久喜市交

通安全計画

平成 28（2016）年度～

平成 32（2020）年度

（5 年）

交通安全対策を総合的かつ計画的

に推進するための計画

交通安全対策基本法第

26 条

生活安全課

9

国民保護に関する

久喜市計画

平成 23（2011）年度～

※必要に応じて見直し

我が国に対する武力攻撃事態、武

力攻撃予測事態、緊急対処事態か

ら、市民の生命、身体及び財産を

保護するための計画

武力攻撃事態等における

国民の保護のための措置

に関する法律（国民保護

法）第 35 条

消防防災課

平成 30 年３月現在の久喜市の各種計画一覧です。

なお、計画の初年度が平成 30 年度のものは、策定が予定されている計画です。
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計画の名称 計画の期間 計画の趣旨（概要） 策定の根拠 所管

10

地域防災計画 平成 26（2014）年度～

※�各年検討を加え、必要に応

じて見直し

市民の生命、身体及び財産を災害

から守るとともに、災害による被

害を軽減し「災害に強いまちづく

り」の推進に資するための計画

災害対策基本法第 42 条 消防防災課

11

久喜市環境基本計

画

平成 25（2013）年度～

平成 34（2022）年度

（10 年）

※ 5 年見直し

環境の保全と創造に関する施策を

総合的かつ計画的に推進するため

の計画

環境基本法第 7 条 環境課

12

久喜市緑の基本計

画

平成 27（2015）年度～

平成 36（2024）年度

（10 年）

※ 5 年見直し

緑の保全と創出に関する施策を総

合的かつ計画的に推進するための

計画

都市緑地法第 4 条 環境課

13
第 2 次久喜市環境

保全率先実行計画

平成 29（2017）年度～

平成 34（2022）年度

（6 年）

市の事業者・消費者としての活動

から生じる環境負荷を低減するた

めの計画

地球温暖化対策の推進に

関する法律第 20 条の 3

環境課

14

久喜市一般廃棄物

（ごみ）処理基本計

画

平成 29（2017）年度～

平成 43（2031）年度

（15 年）

※ �5 年毎又は計画策定の前提

となっている諸条件に大き

な変動があった場合に見直

し

本市における、ごみ処理の方法や

ごみの減量・リサイクルの取組み

を推進するための計画

廃棄物の処理及び清掃に

関する法律第 6 条第 1

項

ごみ処理施

設建設推進

課

15

久喜市一般廃棄物

（生活排水）処理基

本計画

平成 29（2017）年度～

平成 37（2025）年度

（9 年）

※必要に応じて見直し

生活排水及び汚泥の処理方法等に

係る基本方針を定める計画

廃棄物の処理及び清掃に

関する法律第 6 条第 1

項

ごみ処理施

設建設推進

課

16

久喜市農業振興地

域整備計画

平成 26（2014）年度～

平成 35（2023）年度

（10 年）

※ 5 年見直し

農業振興地域において総合的に農

業の振興を図るため必要な事項を

定める計画

農業振興地域の整備に関

する法律第 8 条第 1 項

農業振興課

17
久喜市農業農村基

本計画

平成 27（2015）年度～

平成 34（2022）年度

（8 年）

農業及び農村に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するための計

画

久喜市農業基本条例第

10 条

農業振興課

18

久喜市森林整備計

画

平成 30（2018）年度～

平成 39（2027）年度

（10 年）

※ 5 年見直し

本市における森林関連施策の方向

や森林所有者が行う伐採や造林等

の森林施業に関する指針等を定

め、適切な森林整備を推進するこ

とを目的とする計画

森林法第 10 条の 5 農業振興課

19

第 2 次地域福祉計

画・地域福祉活動

計画

平成 29（2017）年度～

平成 34（2022）年度

（6 年）

地域福祉行政の運営や地域住民、

各種団体、ボランティアなど民間

の活動、行動の総合的な指針の役

割を担う公私協働計画

・�社会福祉法第 107 条

・�久喜市総合福祉条例第

9 条

社会福祉課

20
第 5 期久喜市障が

い福祉計画

平成 30（2018）年度～

平成 32（2020）年度

（3 年）

各年度における障害福祉サービス

等の見込量及びその確保のだめの

方策を定めた計画

障害者総合支援法第 88

条第 1 項

障がい者福

祉課

21
第 2 次久喜市障が

い者計画

平成 30（2018）年度～

平成 35（2023）年度

（6 年）

市の障がい者・児施策全般に関す

る基本的な方向性や目標等を定め

た計画

障害者基本法第 11 条第

3 項

障がい者福

祉課
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計画の名称 計画の期間 計画の趣旨（概要） 策定の根拠 所管

22
第 1 次久喜市障が

い児福祉計画

平成 30（2018）年度～

平成 32（2020）年度

（3 年）

各年度における障がい児への福祉

サービスの見込量及びその確保の

ための方策を定めた計画

児童福祉法第 33 条の 2 障がい者福

祉課

23

久喜市高齢者福祉

計画・第 7 期介護

保険事業計画

平成 30（2018）年度～

平成 32（2020）年度

（3 年）

高齢者に関する各種の福祉事業や

介護保険制度の円滑な実施に関す

る総合的な計画として、取り組む

課題を明らかにし、目標を定めた

計画

・�老人福祉法第 20 条の

8 第 1 項

・�介護保険法第 117 条

介護福祉課

24

久喜市子ども・子

育て支援事業計画

（次世代育成支援行

動計画を含む）

平成 27（2015）年度～

平成 31（2019）年度

（5 年）

地域全体で子育て支援に取り組む

ための計画

・�子ども・子育て支援法

第 61 条

・�次世代育成支援対策推

進法第 8 条

子育て支援

課

25

新型インフルエン

ザ等対策行動計画

平成 26（2014）年度～

※�国や県の行動計画と整合を

はかり、適宜見直す

新型インフルエンザの発生やまん

延に備え、新型インフルエンザに

よる健康被害を最小限にとどめる

とともに、市民生活を確保するた

めの計画

国の新型インフルエンザ

対策行動計画における対

策推進のための役割分担

健康医療課

26

第 2 次久喜市健康

増進・食育推進計

画

平成 29（2017）年度～

平成 34（2022）年度

（6 年）

※ 5 年見直し

市民の健康づくりを総合的かつ計

画的に推進していくための計画

食育を総合的かつ計画的に推進し

ていくための計画

・��健康増進法第 8 条第 2

項

・��食育基本法第 18 条第

1 項

健康医療課

27

久喜市国民健康保

険事業実施計画

（データヘルス計

画）

平成 29（2017）年度～

平成 35（2023）年度

（7 年）

国民健康保険被保険者の健康増

進、健康格差の縮小、医療費の適

正化につなげることを目的とした

保健事業の実施及び評価を行うた

めの計画

国民健康保険法第 82 条

第 5 項の規定に基き厚生

労働大臣が定める、国民

健康保険法に基く保健事

業の実施等に関する指針

（平成 16 年厚生労働大

臣告示第 307 号）

国民健康保

険課

28

第 3 期久喜市特定

健康診査等実施計

画

平成 30（2018）年度～

平成 35（2023）年度

（6 年）

国民健康保険被保険者の健康を確

保しつつ医療費の抑制を図るため

に、生活習慣病を中心とした疾病

予防を重視して実施するための計

画

高齢者の医療の確保に関

する法律第 19 条

国民健康保

険課

29
久喜市都市計画マ

スタープラン

平成 25（2013）年度～

平成 44（2032）年度

（20 年）

市の都市計画に関する基本的な方

針を定める計画

都市計画法第 18 条の 2 都市計画課

30
久喜市建築物耐震

改修促進計画

平成 28（2016）年度～

平成 32（2020）年度

（5 年）

旧耐震基準の既存建築物の耐震化

を図ることで、地震発生時の被害

を最小限に留めるための計画

建築物の耐震改修の促進

に関する法律第 6 条

建築審査課

31

久喜市水道ビジョ

ン～久喜市水道事

業基本計画～

平成 24（2012）年度～

平成 33（2021）年度

（10 年）

水道に関する主要な施策を着実に

実施していくため、水道事業とし

ての将来像を示し、取り組みを示

す計画

厚生労働省水道ビジョン 水道業務

課・

水道施設課

32

久喜市下水道事業

中期経営計画（経

営戦略）

平成 30（2018）年度～

平成 39（2027）年度

（10 年）

下水道事業の現状と課題を整理

し、中期的に取り組むべき内容を

示す計画

公営企業の経営に当たっ

ての留意事項

下水道業務

課
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33

中川流域別下水道

整備総合計画

平成 20（2008）年度～

平成 36（2024）年度

（17 年）

公共下水道の整備に関する総合的

な計画であり、下水道法に基づく

下水道の事業認可を取得するため

の基本的な計画

下水道法第 2 条の 2 下水道施設

課

34
第 2 期久喜市教育

振興基本計画

平成 30（2018）年度～

平成 34（2022）年度

（5 年）

幼児教育や学校教育、人権教育、

生涯学習等の教育行政を総合的に

推進するための基本となる計画

教育基本法第 17 条第 2

項

教育総務課

35

久喜市生涯学習推

進計画

平成 25（2013）年度～

平成 34（2022）年度

（10 年）

市の生涯学習に関する基本的な計

画

・�中央教育審議会答申

・�生涯学習の振興のため

の施策の推進体制等の

整備に関する法律第 2

条

生涯学習課

36
久喜市スポーツ推

進計画

平成 29（2017）年度～

平成 33（2021）年度

（5 年）

市のスポーツを推進するための基

本的な方向性を定めた計画

スポーツ基本法第 10 条

第 1 項

生涯学習課

37

久喜市図書館サー

ビス基本計画

平成 24（2012）年度～

平成 30（2018）年度

（7 年） 

将来の図書館のあり方・方向性を

整理し、市民にとって、より魅力

的で利用しやすい図書館を運営し

ていくために今後の図書館サービ

スの充実を計画的に図ることを目

的とした計画

公立図書館の設置及び運

営上の望ましい基準

中央図書館

38

久喜市子ども読書

活動推進計画

平成 28（2016）年度～

平成 32（2020）年度

（5 年）

子どもの読書活動の重要性を鑑

み、子どもの自主的な読書活動を

支援し、その環境の整備を図るこ

とを目的とした、久喜市における

子どもの読書活動の指針となる計

画

子どもの読書活動の推進

に関する法律第 9 条

中央図書館
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行 用語 解説 掲載ページ

あ
アイドリング・ス

トップ

自動車が走行していない時にアイドリング（エンジンを低速

で空転する状態、または暖機運転すること）をやめること。

不必要なアイドリングをやめることで燃料が節約でき、排気

ガスを減らすことができる。

77

いきいきデイサービ

ス事業

市内に居住するおおむね 65 歳以上の方を対象とし、会場に

通いながら健康体操や趣味活動を行うことで、孤独感の解消

や心身機能の維持向上を図り、要介護状態への進行を予防す

ることを目的とした事業。

90、92

インクルーシブ教育

体制

障がいのある者と障がいのない者がともに学ぶ仕組みのこ

と。障がいのある者が一般的な教育制度から排除されないこ

と、自己の生活する地域において初等中等教育の機会が与え

られること、個人に必要な合理的配慮が提供されること等が

必要とされている。

109

インセンティブ 意欲をかき立て、行動を促す動機付けのこと。 81

オープンデータ

国や行政などが保有する情報を、利活用できるように機械判

読に適した形で、二次利用可能なルールの下で公開されたデー

タのこと。

171

温室効果ガス

地球から宇宙へ熱を放射する赤外線を吸収して、地球の温度

を高く保つ効果を有する気体のこと。二酸化炭素やフロンガ

スなどが該当する。

5、15、34、

76、77

か
学習指導要領

全国で一定の教育水準を確保するために、文部科学大臣が公

示した教育課程の基準のこと。
108

学校運営協議会

保護者や地域住民等から構成され、学校の運営基本方針を承

認し、教育活動等について意見を述べ、地域とともにある学

校づくりを推進する機関のこと。本市では、平成 29（2017）

年 4 月から市内全ての小・中学校に学校運営協議会を設置し、

コミュニティ・スクールに移行している。

110

学校応援団

学校における学習活動、安全・安心確保、環境整備等について、

ボランティアとして協力・支援を行う保護者・地域住民によ

る活動組織のこと。

110

学校ファーム

児童生徒が農業体験活動を通して、生命や自然、環境や食物

等に対する理解を深めるとともに、情操や生きる力を身につ

けるため、学校単位に設置する農園のこと。

109
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か
合併処理浄化槽

家庭から出るすべての汚水（トイレ・風呂・台所・洗面所・

洗濯等）を合わせて処理する浄化槽のこと。

34、39、69、

140、142

家庭教育学級

保護者が子育てについて学んだり、子育ての悩みや親子の関

わり方等について仲間と話し合いながら、家庭教育のあり方

について学ぶ場のこと。

120、122

環境マネジメントシ

ステム

環境保全に向けて、企業・事業所等の組織が、環境への負荷

を低減していくための「方針・計画」を立てて、それを「実行」

し、その達成度を「測定・評価」し、結果をもとに「見直し・

改善」をする仕組みのこと。

76、77

機関委任事務制度

国等から法律や政令により委任され、地方公共団体が国等の

事務として処理する事務のこと。「第 1 次地方分権改革」で

制度自体が廃止された。

6

義務的経費
一般歳出のうち、支出することが制度的に義務付けられてい

る、人件費、扶助費、公債費のこと。
7、173

救急医療

突然の病気やけがなど、急を要する患者に対する医療のこと。

症状の度合いに応じた、①外来治療を必要とする軽症の救急

患者に対する初期救急医療、②入院治療を必要とする重症の

救急患者に対応する第 2 次救急医療、③重篤な救急患者に対

応する第 3 次救急医療の体制を整備している。

13、16、35、

84、85

教職員評価システム

教職員が設定した目標の達成状況（実績）や職務遂行の過程

で発揮された能力及び執務姿勢（行動プロセス）を総合的に

評価する人事評価制度とその評価結果の活用までを含めた教

職員の資質・能力の向上を図り、児童生徒の健やかな成長を

目指す総合的なシステムのこと。

110

緊急時通報システム

65 歳以上の単身高齢者等を対象に、自宅において急病や事

故などの緊急事態が発生した場合に、専用の通報装置により

埼玉東部消防組合に通報し救急車を手配するほか、利用者の

希望により民間受信センターの看護師等による安否確認を行

うシステムのこと。

91

久喜の子ども、5 つ

の誓い

「一読、十笑、百吸、千字、万歩」の実践を通して総合的な人

間力の育成を目指すため、市独自に 5 つの誓いとして制定し

た教育目標のこと。

108
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か
グローバル化

これまで存在した国家、地域など縦割りの境界を超え、地球

が 1 つの単位になっていく流れやその過程のこと。
107、159

経常収支比率

財政構造の弾力性を判断するための指標で、人件費、扶助費、

公債費等の経常的経費に、市税や地方交付税などの経常的な

一般財源収入がどのくらい使われているのか表す比率のこ

と。率が低いほど、財政構造に弾力性がある。

173、174

刑法犯認知件数 警察において認知した刑法犯発生件数のこと。 148、149

健康寿命（65 歳健

康寿命）

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期

間のこと。埼玉県では、65 歳から要介護 2 以上になるまで

の平均的な年数を「65 歳健康寿命」とし、独自に算出して

いる。

16、80、81、

82

健康マイレージ

健康づくりを促進する新しい仕組みであり、健康づくりに関

するメニューに参加し、ポイントを集めることで特典を受け

られる制度のこと。平成 29（2017）年 4 月に開始した埼

玉県コバトン健康マイレージは、専用の歩数計またはスマー

トフォンアプリで歩数を計測し、歩数に応じて貯まったポイ

ントで抽選に参加でき、景品が当たる。

81

公共施設アセットマ

ネジメント

縦割りにより各部署で管理していた公共施設を一元的に把握

して将来の費用負担を推計し、その上で、老朽化した施設の

統廃合や余剰施設の複合的な活用などを行い、一定の行政サー

ビスを維持しつつ、長期的な財政支出の削減を図る取組みの

こと。

172

合計特殊出生率
15 ～ 49 歳の女性の年齢別出生率を合計したもので、一人

の女性が生涯で産む子どもの人数を示す指標のこと。
5、11、87

子育て世代包括支援

センター

妊娠期から子育て期にわたる切れ目ない支援を提供するワン

ストップ拠点のこと。保健師等の母子保健に関する専門職員

が、妊娠・出産・子育てに関する相談に応じたり、地域の保

健医療・福祉関係機関と連絡調整などを行う。

81
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か

こどもレディース

110 番の家

子どもや女性の安全確保のため、一時避難場所となる家など

のこと。通学時等に体調が悪くなったり不審者に追いかけら

れたりした場合に助けを求め避難してきた人を保護し、必要

に応じて学校や避難者の家族への連絡や、警察署への通報を

する。

148、149

コミュニティ

今暮らしている地域をより良くすることを目的とし、多様な

活動への参画を通して形成されるつながり、組織及び集団の

こと。

15、28、32、

35、41、50、

51、52、92、

99、119、

121、138、

148、162

コミュニティ・ス

クール

学校運営協議会が設置された学校のこと。本市では、平成

29（2017）年 4 月に市内全ての小・中学校に学校運営協

議会を設置し、コミュニティ・スクールに移行している。

17、107、

110

さ

再生可能エネルギー

有限な資源の石油・石炭などの化石燃料や原子力に対して、

自然環境の中で繰り返し起こる現象から取り出すエネルギー

の総称のこと。具体的には、太陽光や太陽熱、水力、風力、

バイオマス（動植物に由来する有機物であってエネルギー源

として利用することができるもの）、地熱、温度差熱などを利

用した自然エネルギーを指し、いわゆる新エネルギーに含ま

れる。

34、76、77

財政調整基金
市の貯金のようなもので、地方公共団体における年度間の財

源の不均衡を調整するために積み立てておく資金のこと。
173、174

サブカルチャー
正統的・支配的な文化ではなく、その社会内で価値基準を異

にする一部の集団を担い手とする文化のこと。
161

三位一体の改革

平成 16（2004）年度から平成 18（2006）年度にかけて、

国庫補助負担金の改革、所得税から住民税への税源移譲、地

方交付税の見直しの 3 つが一体として行われた改革のこと。

6

自主防災組織

自治会などの地域住民によって構成される地域住民組織のこ

と。災害が発生した時には、初期消火や避難誘導などの活動

を自主的に行うとともに、避難所運営の主体となる。

6、18、40、

98、145、

146、147
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さ

実質公債費比率

平成 18（2006）年 4 月に地方債制度が「許可制度」から

「協議制度」に移行したことに伴い導入された公債費による財

政負担の程度を示す財政指標のこと。従来の「起債制限比率」

に反映されていなかった公営企業（特別会計を含む）の公債

費に対する一般会計からの繰出金、一部事務組合の公債費へ

の負担金、債務負担行為に基づく支出のうち公債費に準ずる

もの等の公債費類似経費を算入している。

173、174

指定管理者制度

民間企業の経営ノウハウの活用、住民サービスの向上、経費

削減などを目的として、民間企業や NPO 等による公共施設

の管理運営を可能とした制度のこと。

19、43、172

シティプロモーショ

ン

地方自治体が地域の特色や魅力などを様々なツールで広く発

信することによって、知名度や好感度を上げ、定住・交流人

口の増や企業誘致などにつなげていくこと。

7、33、47、

63、64

市民意見提出制度

（パブリック・コメ

ント）

市の機関が施策の趣旨、目的、内容等の必要な事項を広く公

表したうえで、これに対する市民からの意見を求め、提出さ

れた意見を考慮し、意思決定を行うとともに、意見に対する

考え方を公表する制度のこと。

53

事務処理特例制度
都道府県知事の権限を都道府県条例により、市町村長へ移譲

することができる制度のこと。
6

循環型
一度使用したものを再使用するなど環境への影響を最小限に

すること。

5、15、16、

28、34、73、

74

生涯学習人材バンク

生涯学習に関する豊富な経験や資格を持つ個人や団体の人材

情報を登録し、市民が生涯学習を始めるときの情報提供をす

る仕組みのこと。

120、122

小学校安全監視員

児童の安全確保を目的として、小学校への不審者の侵入を警

戒するとともに、事故発生の際の迅速かつ適切な処置を行う

ため、各小学校に配置される監視員のこと。

110

情報モラル
情報社会において、適正な活動を行うための基になる考え方

と態度のこと。
108
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さ

新エネルギー

公的には日本における新エネルギー利用等の促進に関する特

別措置法（新エネルギー法）において「新エネルギー利用等」

として定義され、同法に基づき政令で指定されるもののこと。

現在、政令により指定されている新エネルギーは、バイオマス、

太陽熱利用、雪氷熱利用、地熱発電、風力発電、太陽光発電

などであり、すべて再生可能エネルギーである。

16

人権感覚育成プログ

ラム

児童生徒の人権感覚を育むための体験活動や参加型体験型の

活動を取り入れた人権教育の学習プログラムのこと。
109

人口ビジョン
市の人口に関する分析と将来推計を行い、今後目指すべき将

来の方向と人口の将来展望を示すもの。
7

スクールソーシャル

ワーカー

教育と福祉の両面に関して、専門的な知識・技術を有し、学

校と家庭と福祉関係機関との連携を図るために配置される職

員のこと。

107

スクラップ・アンド・

ビルド

事業の新設を行う場合において、肥大化を防ぐため既存の事

業の廃止・見直しをすること。
171、174

総合型地域スポーツ

クラブ

幅広い世代の人々が、各自の興味・関心・レベルに合わせて様々

なスポーツに触れる機会を提供する地域住民が主体的に運営

する地域密着型のスポーツクラブのこと。

126、127

た
地域完結型医療

地域の病院や診療所等が連携して診断や治療、検査、健康相

談等を行い、地域の医療機関全体で 1 つの病院のような機能

を持ち、切れ目のない医療を提供すること。

16、35、84、

85

地域包括ケアシステ

ム

重度な要介護状態になっても、住み慣れた地域で、自分らし

い暮らしを続けることができるよう、住まい、医療、介護、

介護予防、生活支援が一体的に提供される体制のこと。

35、90、91

地域包括支援セン

ター

地域の高齢者の心身の健康保持や生活の安定のために必要な

援助を行うことを目的として設けられた高齢者の相談窓口の

こと。

90、91、92

地区計画

地区の特性に応じ、道路・公園などの施設の配置や建築物の

形態・用途・敷地などに関する事項を、総合的一体的に都市

計画として定めるまちづくり計画のこと。

71、72、131

知識基盤社会
一般的に、知識が社会・経済の発展を駆動する基本的な要素

となる社会のこと。
107
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た
地方版総合戦略

人口ビジョンを踏まえ、市が推進すべき取組みの方向性と目

標をまとめたもの。
7

地方分権改革

地方公共団体が、より自主的・自律的に行政を執行すること

ができるよう、権限や財源等を国から地方公共団体に移すた

めの制度や考え方のこと。

6

低炭素社会

地球温暖化の緩和を目的として、その原因である温室効果ガ

スのうち、大きな割合を占める二酸化炭素の排出が少ない社

会を構築すること。

34、76

適応指導教室

不登校児童生徒の学校復帰に向けた指導・支援を行う教室の

こと。児童や生徒の在籍校と連携しながら、通級する児童生

徒の自立を目指している。

107

デマンド交通

あらかじめ利用登録をした方が、電話などの予約により、自

宅等から目的地、目的地から自宅等まで、乗り合いにより移

動する運行形態の輸送サービスのこと。

39、133、

135

都市近郊型農業

都市近郊の農業一般を意味し、大消費地に近い農業地域、都

市の生産緑地、市民農園などにおいて営まれる農業を包含す

る概念のこと。都市型農業は住民に新鮮で安全な農産物を供

給するとともに、水や緑、自然空間の提供により環境や景観

を維持し、ゆとりや潤いを提供する貴重な役割を担っている。

18、154、

155

とねっと

利根保健医療圏（久喜市、行田市、加須市、羽生市、蓮田市、

幸手市、白岡市、宮代町、杉戸町）内の地域の病院、診療所、

画像診断施設や臨床検査施設などを安全なネットワークで結

び、患者の情報を共有するシステムのこと。

16、84、85、

86

な

認知症ケアパス

認知症のことを知ってもらい、認知症に対する不安の軽減を

図れるよう、認知症の進行に合わせて受けられる様々なサー

ビス等の提供の流れについての情報をまとめた冊子等のこ

と。

90

認知症サポーター

「認知症サポーター養成講座」を受講し、認知症に対する正し

い知識と理解を持ち、地域において認知症の人やその家族を

温かく見守る応援者のこと。

90、92

認定こども園

教育・保育を一体的に行ういわゆる幼稚園と保育所の両方の

良さを併せ持っている施設のこと。就学前の子どもに幼児教

育・保育を提供する機能と、地域における子育て支援を行う

機能を備えている。

87
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な
認定農業者

農業経営基盤強化促進法に基づき、将来の農業の担い手とし

て市町村が認定する農業者のこと。
156

ノーマライゼーショ

ン

障がい者を特別視するのではなく、一般社会の中で普通の生

活が送れるような条件を整えるべきであり、共に生きる社会

こそノーマルであるという考え。障がい者施策の重要な理念

の一つ。

35、94、95

農業集落排水

農業地域における生活環境の向上及び農業用用排水の水質汚

濁防止のため、し尿、生活雑排水などの汚水を処理する施設

のこと。

39、69、

140、141、

142

は
はつらつ運動教室

研修を受けた介護予防ボランティア（はつらつリーダー）の

指導のもと、市内各所の会場で行われている、介護予防体操（は

つらつ体操）の教室のこと。

90

バリアフリー

障壁となるものを取り除き、生活しやすくすることを意味す

る用語。建築内の段差など、物理的な障壁の除去と言う意味

合いから、最近ではより広い意味で用いられてきている。

94、96、98、

134、135

ヒートアイランド現

象

都市の中心部の気温が郊外に比べ島状に高くなる現象のこ

と。熱中症などの健康被害や、感染症を媒介する生物の分布・

個体数の変化などが懸念される。

137

フィルムコミッショ

ン

映像作品を通じて知名度の向上や観光振興及び地域の活性化

を図るため、映画やＴＶドラマ等、様々な撮影の誘致・支援

を行う機関のこと。

162

フレンドシップ学級

就労している知的障がい者（就労経験のある方を含む）のお

互いの交流を深め、自主的な社会参加を図るために、創作活

動や学習会等の余暇活動を行う事業。

95

ま
メンタルヘルス

精神面における健康のこと。メンタルヘルスケアとして用い

る場合は、精神的な疲労やストレスの軽減、精神疾患の予防

及び改善までを意味する。

110

や
有収率

浄水場から配水した水量と、料金徴収の対象となった水量と

の比率のこと。
141、142

ユニバーサルデザイ

ン

年齢、性別、能力の違いなどに関わらず、全ての人が暮らし

やすい街や、利用しやすい施設、製品、サービスなどを作っ

ていこうとする考え方。

18、28、96、

98
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や
要援護者見守り支援

事業

要援護者が住みなれた地域で安心して生活を継続できるまち

づくりを推進する事業。市及び関係機関が相互に連携して平

常時から要援護者の生活を見守るとともに、災害時には地域

の中で安否確認などが行えるよう、支援体制を整備している。

91、96、97、

98

要保護児童対策地域

協議会

児童虐待などで保護を要する児童や、養育支援が必要な児童、

保護者等に関し、関係者間で情報の交換や支援の協議を行う、

児童福祉法に位置づけられた機関のこと。

88

ら
ライフスタイル 生活の様式・営み方のこと。

5、15、57、

76、170、

175

ライフステージ

出生から、学校卒業、就職、結婚、出産、子育て、定年退職

などの人生の節目によって変わる生活（ライフサイクル）に

着目した区分のこと。

16、82

レセプト

患者が受けた医療費について、医療機関が国民健康保険や健

康保険組合に請求するために発行する診療報酬明細書のこ

と。

36、101

労働力人口 15 歳以上の就業者と完全失業者を合わせた人口のこと。 18

ロケーションサービ

ス事業

映像作品の撮影会社に対し、ロケ地情報の提供や撮影時の支

援を行う事業。
161

わ
ワークショップ

市の機関が施策に対して複数の市民との一定の合意形成を図

るために行う手法で、市民と市の機関及び市民同士の自由な

議論を目的とする集まりのこと。

53

ワンストップサービ

ス

一度の手続きで、必要とする関連作業をすべて完了させられ

るように設計されたサービスのこと。
172

英
数
字

2025 年問題

団塊の世代が平成 37（2025）年に後期高齢者（75 歳以上）

に達することにより、介護・医療費等社会保障費の急増や、

施設が不足するなどの諸問題のこと。

16

３つのめばえ

小学校入学までに子どもたちに身につけてほしいこととし

て、埼玉県がまとめた子育ての目安のこと。幼児期の特性で

ある「生活」「他者との関係」「興味・関心」の視点から取り

まとめている。

105

6 次産業

農業や水産業などの第 1 次産業が食品加工・流通販売にも業

務展開している経営形態を表す造語のこと。また、このよう

な経営の多角化を 6 次産業化と呼ぶ。

154、155
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ICT

Information and Communication Technology の略語。

コンピュータやデータ通信に関する技術を総称的に表す語。

情報通信技術のこと。

43、63、

111、166、

170、171

NPO

Non-Profit Organization の略語。営利を目的としないで、

福祉の増進や文化・芸術振興、環境保全など様々な課題に、

市民が自主的、自発的なボランティア活動や社会貢献活動を

行う団体のこと。

15、32、50、

52、98

SNS

Social Networking Service の略語。人と人とのコミュニ

ケーションを促進する会員制のインターネットサービスのこ

と。

33、63、64




